
第４回海老名市公共施設再編計画策定委員会次第

 日 時：平成２７年１１月２６日（木）

午後２時から

場 所：海老名市役所 政策審議室

   １．開 会

   ２．議 題

（１）再編計画の事例と計画策定に向けた論点について

（２）公共施設に係る市民アンケートについて

３．その他

   ４．閉 会
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公共施設白書における将来費用の考え方について 

１．将来費用試算の概要 

公共施設白書における将来費用試算は、総務省が公表している「公共施設及びイン

フラ資産の将来更新費用の試算」（以下、「総務省試算」と呼ぶ。）に準じて実施してお

り、概要は以下の通りである。

項目 考え方 

試算の目的 既存の公共施設を保有し続けるために必要な将来費用の概算把握

将来費用の 

対象 

・「更新費用」・・・建替えに必要な経費 

・「大規模改修費用」・・・計画的な修繕等の工事に必要な経費

試算手法の 

概要 

「施設面積」×「更新（大規模改修）単価」により把握 

※将来費用の概算把握という目的を踏まえ、大規模改修や更新の実績

をモデル化した簡素な手法で試算を行っている。

※修繕計画や更新計画に基づく精度の高い試算ではないことに留意。

※「施設面積」については、現状の施設と同規模の施設をそのまま更

新（大規模改修）することを想定し、各施設の現在の施設面積を

設定している。

２．試算における仮定 

（１）更新費用の試算に際しての仮定 

「更新費用」の試算は、以下の仮定に基づいている。

項目 考え方 

更新単価 
・総務省試算における施設分類別の更新単価を適用（33～40 万円/㎡）

・解体費、仮設移転費、設計料を含む（単価は P2を参照） 

更新の 

実施時期 

・すべての建物を、一律に 65 年で建替えることを想定 

※ 実際には、建物の現状や管理実態等の違いにより耐用年数は異

なってくるが、試算の目的を踏まえて一律と仮定している。

※ 耐用年数の 65 年は、あくまでも将来費用を試算するために一律

に設定した値であり、実際に更新が必要になる「物理的な耐用

年数」を示すものではないことに留意。

参考資料 
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表 施設分類別の更新単価 

※ 解体費、仮設移転費、設計料を含む。
※ スポーツ施設、学校教育施設は、グラウンド整備費を含む。

更新単価
大分類 中分類 （万円／㎡）

庁舎 行政系施設 40.0

連絡所 行政系施設 40.0

消防署 行政系施設 40.0

消防団詰所 行政系施設 40.0

その他消防施設 行政系施設 40.0

小学校 学校教育系施設 33.0

中学校 学校教育系施設 33.0

その他学校教育施設 学校教育系施設 33.0

地域コミュニティ施設 地域活動施設 社会教育系施設 40.0

博物館等 社会教育系施設 40.0

図書館 社会教育系施設 40.0

その他教育施設 社会教育系施設 40.0

スポーツ施設
スポーツ・レクリエー
ション系等施設

36.0

文化施設 市民文化系施設 40.0

保健医療施設 保健・福祉施設 36.0

子育て支援施設 子育て支援施設等 33.0

障害者福祉施設 保健・福祉施設 36.0

高齢者福祉施設 保健・福祉施設 36.0

産業振興施設 農業振興施設 その他施設 36.0

環境施設 環境施設 供給処理施設 36.0

市営住宅 市営住宅 市営住宅 28.0

その他施設 その他施設 その他施設 36.0

文化スポーツ施設

保健医療福祉施設

海老名市の公共施設分類 総務省資料による
施設分類

行政系施設

消防施設

学校教育施設

教育施設
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（２）大規模改修費用の試算について 

 ①基本的な仮定 

「大規模改修費用」の試算は、基本的に以下の仮定に基づいている。

項目 考え方 

大規模改修 

単価 

・総務省試算における施設分類別の大規模改修単価を適用 

・概ね更新単価の 60％として設定されている（17～25万円/㎡） 

（単価は P6 を参照）

大規模改修の 

実施時期 

・建設から 30 年目に、老朽化に対応した全ての大規模改修工事を一括

して実施し、費用についても一度に発生することを想定 

・大規模改修を実施するのは 30 年目のみであり、他のタイミングで実

施されることはないと仮定 

※ 実際には、工事は建築（躯体）・電気設備・機械設備に大別され、

さらに細分化された部位・部材の単位で実施される。

※ 実際の工事周期は様々で、30 年目以外のタイミングで実施される

工事も多いが、簡素化のため 30 年目に一括実施を仮定。

 ②経過年数による取り扱いの違い 

総務省の試算においては、「全ての建物で大規模改修が行われていない
．．．

」ことを仮定

しており、試算時点における経過年数の違い（30 年以下／31 年以上）により、大規模

改修費用の算定方法を変えている。

経過年数 大規模改修費用の算定方法 

試算時点で 

30 年以下 

・「施設面積×大規模改修単価」で算定される大規模改修費用が、建

設から 30 年目に一度に発生すると想定

試算時点で 

31 年以上 

・「施設面積×大規模改修単価」で算定される大規模改修費用が、試

算時点から 10 年間で均等に（毎年 10 分の 1ずつ）発生すると想定

建設  15 30 45 60 年

（更新）

［経過年数］

［
工
事
費
］

建設  15 30 45 60 年

（更新）

［経過年数］

［
工
事
費
］

【実際のイメージ】 【試算における仮定】
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 ③公共施設白書における本市の工事実績を踏まえた取り扱い 

 【一部建物で計画的な修繕等の工事を実施】 

前述の通り、総務省の試算では大規模改修工事を実施していないことを仮定してい

るが、本市においては、学校施設やコミュニティ施設を中心に、計画的な修繕等の工

事を行っている建物がある。これらの建物は、総務省の試算における大規模改修の考

え方に当てはめれば、「大規模改修の一部を実施済み」と考えることができる。

 【「大規模改修の一部を実施済み」建物の把握】 

大規模改修の一部を実施済みの建物について、公共施設白書においては、工事実施

の範囲によって「リニューアル工事」と「老朽化対策工事」を定義して該当する建物

を把握している。

工事の種類 工事の内容・考え方 

リニューアル工事 

・建築物を構成する要素を「外装・内装・空調」に大別した場合

に、3 つの要素の「全て」を全面的に改修している工事。 

・一般に、内装や設備をすべて取り払い、建築物の躯体をむき出

しにしたうえで改修を行う大がかりな工事となる。

老朽化対策工事 
・建築物を構成する要素を「外装・内装・空調」に大別した場合

に、3 つの要素の「いずれか」を改修している工事。

【リニューアル工事を実施している建物における大規模改修費用の考え方】 

リニューアル工事の実績がある建物について、試算時点における経過年数の違い（30
年以下／31 年以上）により、大規模改修費用の算定方法を変えている。

経過年数 大規模改修費用の考え方 

試算時点で 

30 年以下 

・「施設面積×大規模改修単価」で算定される大規模改修費用のうち、

50%はリニューアル工事によって支出済みと仮定 

・残りの 50％に相当する額が、建設から 30年目年に発生すると想定 

試算時点で 

31 年以上 

・「施設面積×大規模改修単価」で算定される大規模改修費用のうち、

50%はリニューアル工事によって支出済みと仮定 

・加えて、リニューアル工事の実施後も経過年数に見合った改修が行わ

れていると仮定し、残りの 50％に相当する額のうち、試算時点から

60 年目までの残年数に応じた額が、10 年間で均等に（毎年 10 分の 1

ずつ）発生すると想定
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【老朽化対策工事を実施している建物における大規模改修費用の考え方】 

老朽化対策工事の実績がある建物について、試算時点における経過年数の違い（30
年以下／31 年以上）により、大規模改修費用の算定方法を変えている。

経過年数 大規模改修費用の考え方 

試算時点で 

30 年以下 

・「施設面積×大規模改修単価」で算定される大規模改修費用のうち、

25%は老朽化対策工事によって支出済みと仮定 

・残りの 75％に相当する額が、建設から 30年目年に発生すると想定

試算時点で 

31 年以上 

・「施設面積×大規模改修単価」で算定される大規模改修費用のうち、

25%は老朽化対策工事によって支出済みと仮定 

・加えて、老朽化対策工事の実施後も経過年数に見合った改修が行わ

れていると仮定し、残りの 75％に相当する額のうち、試算時点から

60 年目までの残年数に応じた額が、10 年間で均等に（毎年 10 分の

1ずつ）発生すると想定
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表 施設分類別の大規模改修単価 

大規模改修単価
大分類 中分類 （万円／㎡）

庁舎 行政系施設 25.0

連絡所 行政系施設 25.0

消防署 行政系施設 25.0

消防団詰所 行政系施設 25.0

その他消防施設 行政系施設 25.0

小学校 学校教育系施設 17.0

中学校 学校教育系施設 17.0

その他学校教育施設 学校教育系施設 17.0

地域コミュニティ施設 地域活動施設 社会教育系施設 25.0

博物館等 社会教育系施設 25.0

図書館 社会教育系施設 25.0

その他教育施設 社会教育系施設 25.0

スポーツ施設
スポーツ・レクリエー
ション系等施設

20.0

文化施設 市民文化系施設 25.0

保健医療施設 保健・福祉施設 20.0

子育て支援施設 子育て支援施設等 17.0

障害者福祉施設 保健・福祉施設 20.0

高齢者福祉施設 保健・福祉施設 20.0

産業振興施設 農業振興施設 その他施設 20.0

ごみ処理施設 供給処理施設 20.0

リサイクル施設 供給処理施設 20.0

市営住宅 市営住宅 市営住宅 17.0

その他施設 その他施設 その他施設 20.0

文化スポーツ施設

保健医療福祉施設

環境施設

海老名市の公共施設分類 総務省資料による
施設分類

行政系施設

消防施設

学校教育施設

教育施設
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再編計画の事例と計画策定に向けた論点について

１．神奈川県における他自治体の取り組み状況 

・神奈川県の自治体（除く政令指定都市）における「公共施設白書（施設現状整理）」、

「総合管理計画（マネジメント方針）」、「再編計画（実施計画）」の策定状況は以

下のとおり。

・「再編計画」を策定している自治体は、鎌倉市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市の 4 市

である。なお、茅ヶ崎市の計画は、耐震基準を満たしていない施設を対象とした

計画であり、全施設を対象とした計画ではない。

表 神奈川県の自治体（除く政令指定都市）における計画の策定状況 

【現状整理】 【マネジメント方針】 【実施計画】 

公共施設白書等 総合管理計画等 再編計画等 

1 相模原市 ● ● × 

2 横須賀市 ● △ × 

3 平塚市 ● △ × 

4 鎌倉市 ● △ ● 

5 藤沢市 ● ● ● 

6 小田原市 ● ● × 

7 茅ヶ崎市 ● △ ●※ 

8 逗子市 × × × 

9 三浦市 × × × 

10 秦野市 ● △ ● 

11 厚木市 × (策定中)パブコメ済み (策定中)パブコメ済み

12 大和市 × (策定中) × 

13 伊勢原市 ● ● × 

14 海老名市 ● ● （本検討） 

15 座間市 ● △ × 

16 南足柄市 △(未公表） × × 

17 綾瀬市 ● (策定中) × 

△：インフラが含まれない 

※茅ヶ崎市は対象施設が耐震基準を満たしていない施設のみ

資料１ 
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２．他自治体の再編計画の事例整理 

・鎌倉市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市の再編計画について、計画の構成、計画期間、

章立てなどの概要を整理した。

■まとめ 

・計画内容から読み解くと、「再編」の定義に差異がある。

例）狭義の定義＝施設の数量や配置等の物理的な見直し

広義の定義＝公共施設のありかた全般の見直し（建物だけではなく、土地や

インフラ等を踏む市の資産に関する総合的な計画であり、長期

的な人口動向を見据えサービス提供主体の最適化、総量の最適

化、配置等の最適化、維持管理の最適化、受益者負担の最適化

等を目指すなど。）

・計画の構成は、長期、中期、短期に分けている計画が多い。

・計画期間は、長期を 40 年とする計画が 2 件、それよりも短い計画が 2 件。

・章立ては、どの計画もほぼ同じ構成で、全体概況と施設類型別の再編方針が示さ

れている。

■留意点 

・計画内容は、自治体の公共施設の老朽化状況により変わることに留意。

施設の老朽化が進む茅ヶ崎市では、狭義の再編を目的とした計画に特化。

藤沢市についても、具体的な施設の整備計画を中心としている。 

→海老名市は、施設の老朽化が進んでいないため、狭義の再編計画の必要性は低い。 

施設の残耐用年

再編内容
【広義】長期的視点で

公共施設のあり方全

般の見直し

【狭義】

数量や配置等の

物理的見直し

【広義】【狭義】の

ミックス型

←鎌倉市

←茅ヶ崎市

←藤沢市

←秦野市
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表 神奈川県における他市の再編計画の概要

自治体名 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 秦野市

計画名 鎌倉市公共施設再編計画 藤沢市公共施設再整備プラン 公共施設整備・再編計画（改訂版） 秦野市公共施設再配置計画

策定年月 平成27年3月 平成26年11月 平成25年3月 平成23年3月

計画期間

長期計画40年【平成26年度～平成65年度】
　　　　　　　　　　（2014年～2053年）
短期計画6年【平成26年度～平成31年度】
　　　　　　　　　　（2014年～2019年）
中期計画12年【平成26年度～平成37年度】
　　　　　　　　　　（2014年～2025年）

長期プラン
　　　　　　20年【平成26～45年度】
　　　　　　　　　　（2014～2033）
短期プラン
　　　第1期3年【平成26～28年度】
　　　　　　　　　　（2014～2016）
　　　第2期4年【平成29～32年度】
　　　　　　　　　　（2017～2020）
　　　　　　　　以降、4年

全体13年【平成20年～平成32年（2008年～2020年）】
第1次整備プログラム
前期5年【平成20年度～平成24年度】
　　　　　　　（2008年～2012年）
中期3年【平成25年度～平成27年度】
　　　　　　　（2013年～2015年）
後期5年【平成28年度～平成32年度】
　　　　　　　（2016年～2020年）

第1ステージ　　40年【平成23年～平成62年】
　　　　　　　　　　　　（2011年～2050年）
第1期基本計画10年【平成23年～平成32年】
　　　　　　　　　　　　（2011年～2020年）
前期実行プラン4年【平成23年～平成26年】
　　　　　　　　　　　　（2011年～2015年）
後期実行プラン6年【平成27年～平成32年】
　　　　　　　　　　　　（2016年～2020年）

対象施設
公共建築物
　行政系施設
　市民利用施設

公共建築物
　一般会計施設
　特別会計施設（市民病院、下水道施設）

・昭和56年以前の旧耐震基準により建設された公共施設
・未利用の公有地（国有地、県有地、市有地、その他公共
団体保有地）

・建物（学校教育施設、生涯学習施設、庁舎等、福祉施
設、観光・産業振興施設、公営住宅、公園・緑地等）
・土地（低・未利用地）

数値目標

①コスト削減
直近6年間の投資的経費の変動幅も勘案し、49.5億円/年の
50％（24.8億円/年、40年間で990億円）
②面積削減
将来人口の減少に連動した施設面積の削減とともに、1人
当たり平均延床面積の削減

なし 平成32年度までに公共建築物の耐震化率100％

①コスト削減
更新費用88億円、管理運営費用259億円の計347億円を削
減。
②面積削減
40年間で72,400㎡（31％）の床面積を削減。

内容
施設分類別（11分類）に事業計画を掲載。
短期、中期、長期に分けて方針を記述。
事業費の削減見込みを掲載。

■短期プラン
整備を伴う事業　20事業
計画策定　　　　　2事業
検討事業　　　　14事業
について3ヶ年の事業計画を掲載。
■長期プラン
施設類型別に再編方針を記載（数値目標等はなし）

再整備が完了した施設　3施設
機能を移転または複合化する施設　6施設
耐震補強及び設備改修工事などを実施する施設　3施設
現状のまま活用する施設　2施設
廃止する施設　1施設
行政拠点地区の再整備対象施設　4施設
学校施設　小学校14校、中学校6校
未利用の公有地　市有地8、県有地2、国有地1
について事業計画を掲載。各施設ごとに事業実施時期（前
期、中期、後期）を記述。

学校を中心としたコミュニティエリアを設定し、エリア内
での施設の集約イメージを記載。
総括的事項の基本計画及び実行プラン　12事業
施設別事項として、施設別に計画策定や検討事業も含めて
記載

目次構成

１ 計画の目的と位置づけ
２ 公共施設に係る現状と課題
３ 公共施設の再編方針
４ 公共施設の再編方法
　（１）再編の基本手法の整理
　（２）公共サービスのあり方の見直し
　（３）施設配置の見直し
　（４）施設分類別の再編内容　参考①
　（５）再編後の施設配置とコスト
５ 計画の推進
関連資料

１　目的
２　短期プランについて
３　長期プランについて
４　事業費の見通しについて
５　公共施設の再編整備における庁内体制及び進捗管理に
ついて
６　公共施設の長寿命化に対する取組について
【Ⅰ　短期プラン】
（１）実施事業（施設整備を伴うもの）　参考②
（２）実施事業（計画策定を行うもの）　参考③
（３）検討事業
【Ⅱ　長期プラン】
施設類型別に再編方針を記載　　　　参考④

■ 「公共施設整備・再編計画（改訂版）」の策定にあ
たって
§１ 公共施設を取り巻く状況
§２ 再整備対象施設の範囲と目標年次
§３ これまでの検討経過
§４ 茅ヶ崎市の公共施設マネジメント
§５ 「公共施設整備・再編計画（改訂版）」の基本的な
考え方
§６ 対象施設の再整備の進め方
§７ 各公共施設整備の状況及び基本方針
§８ 行政拠点地区再整備の方針
§９ 学校施設の再整備の方針
§１０ 未利用の公有地の活用
§１１ 整備プログラム
§１２ 計画の推進に向けて
■ 資料編

まえがき
公共施設再配置のフロー
第１章 ハコモノを直す [公共施設の再配置について]
第２章 ハコモノを視る [公共施設の現状と課題]
第３章 ハコモノを描く [公共施設の再配置に関する方針]
第４章 ハコモノを練る [公共施設再配置計画]

（１）総括的事項　　　　　参考⑤
　　　　　（２）シンボル事業

（３）施設別事項　　　　　参考⑥
附属資料
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３.海老名市版再編計画の構成等について 

・県内の自治体の事例を参考に、本市における再編計画の構成の方向性について論

点を整理した。

１）海老名市における「再編」の定義について 

 ■論点 

  ・海老名市における「再編」の定義・範囲はどうあるべきか？ 

 ■事例 

自治体名 計画の構成と計画期間 

鎌倉市 

定義 

・広義

→計画期間は 40年 

範囲 

・建物 

藤沢市 

定義 

・広義・狭義のミックス型（狭義より） 

→計画期間は 20年 

範囲 

 ・建物 

茅ヶ崎市 

定義 

・狭義 

→計画期間は 13年 

範囲 

 ・耐震基準を満たしていない建物

秦野市 

定義 

・広義・狭義のミックス型（広義より） 

→計画期間は 40年 

範囲 

・建物、土地
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２）計画の構成と計画期間について 

■論点 

・海老名市における「再編」の考え方を踏まえ、どのような計画の構成（長期・中期・

短期）が望ましいか？ 

・また、それぞれの計画の機能はどうあるべきか？ 

■事例 

自治体名 計画の構成と計画期間 

鎌倉市 

長期計画 40 年【平成 26 年度～平成 65年度】 

中期計画 12 年【平成 26 年度～平成 37年度】 

短期計画 6 年【平成 26 年度～平成 31年度】 

藤沢市 

長期プラン 20 年【平成 26～45 年度】 

短期プラン 第 1期 3年【平成 26～28 年度】 

      第 2 期 4年【平成 29～32 年度】 

      以降、4年 

茅ヶ崎市 

公共施設整備・再編計画 13 年【平成 20～32 年度】 

 前期 5年【平成 20～24 年度】 

 中期 3年【平成 25～27 年度】 

 後期 5年【平成 28～32 年度】 

秦野市 

第 1ステージ  40 年【平成 23 年～平成 62年】 

第 1期基本計画 10 年【平成 23 年～平成 32年】 

前期実行プラン  4 年【平成 23 年～平成 26年】 

後期実行プラン  6 年【平成 27 年～平成 32年】 

・短期計画は、予算編成の目安となる具体的な計画として策定していると考えられ、

計画期間は、3～6年となっている。 

・長期計画は、鎌倉市、秦野市は 40 年、藤沢市は 20年としている。 

・中期計画は、鎌倉市が 20 年、秦野市は 10 年している。 

・まとめると、自治体により名称が異なるがが、長期計画は概ね 40年、中期計画は 10

～20 年程度、短期計画は 5年程度で策定していると考えられる。 
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■分析 

①計画期間と内容 

・長期計画、中期計画、短期計画のそれぞれの機能は以下のように整理できる。 

計画の種類 主な機能 

長期計画 

・公共施設の更新（建替え）が大きな財政負担であり、その最適化を

図るため、市全体としての公共施設に対して充当できる額を明確に

する機能。 

・施設分類別に将来的な方向性を整理する機能。 

・そもそもの公共施設等の考え方について整理する機能。 

■留意事項 

・40 年以上の長期の今後を見ており、人口や人口構成、社会経済動向

などについて不確実性が高いため、前提条件が変化した場合などに

見直す必要がある（定期的な見直しも必要）。 

・40 年以上の長期の今後を見ており、具体的な施設の統廃合は検討す

る意味合いが低い。 

中期計画 

・長期計画と短期計画の中間的な機能。 

■留意事項 

・計画期間によるが長期よりも具体的な方向性を示す必要がある。 

・また、施設の統廃合などの検討を開始する基準を示すなど、オプシ

ョンについても整理することが望ましい。本市の場合、施設の老朽

化は、この時期を見込んでいるため、状況を加味しやすい。 

・一部施設の統廃合や再配置の方針を示す機能。

短期計画 

・具体的な施設の統廃合や再配置に関する事業や、統廃合・再配置計

画をいつ、どのようなスケジュールで実施するのかを明確に機能。 

・一部施設の統廃合や再配置の方針を示す機能。

■留意事項 

・短期の計画であり、具体的な行動計画として整理する必要がある。 

・進行管理も行うことが望ましい。
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②施設の耐用年数 

・建築物の耐用年数は、鉄筋コンクリート造事務所 50年、鉄筋コンクリート造学校用

47 年などとなっており、公共施設の大規模改修や更新を踏まえた計画とするために

は、耐用年数以上の計画期間が必要。 

・将来世代へ負担を残さないようにする観点から、公共施設再編計画では更新を含め

た計画立案が必要。 

＜参考＞海老名市の状況

 本市では、公共施設の大規模修繕及び更新が発生するのは、15 年後の平成 42年頃か

ら更新費用が発生し、更新のピークを迎えるのは、今から 30～40 年経過した平成 57

～67 年頃と見込まれる。 

図 将来費用の試算結果 

（出典）海老名市公共施設白書 p4-8 

③計画の見直しについて 

・再編計画は、長期的な計画であり、社会情勢の影響や計画自体の進捗状況を加味し、

計画の見直しが必要であると考えられる。 

・茅ヶ崎市の場合、短期計画の時に必要に応じて計画本体（中期計画）を見直してい

る。 

将来費用：1,361億円（65年総額） 

・更新費：811億円 

・大規模改修費(計画分)：433億円 

・大規模改修費(経過分)：117億円 
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＜参考＞減価償却資産の耐用年数等に関する省令

最終改正：平成二七年三月三一日財務省令第三八号 

（以下省略） 

別表第一　機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数表

種類 構造又は用途 耐用年数

五〇

四七

三四

四一

三一

三九
三九
三九

三八

三一

二四

三一

冷蔵倉庫用のもの 二一
その他のもの 三一

三八

建物

その他のもの

塩素、塩酸、硫酸、硝酸その他の著しい腐食性を有す
る液体又は気体の影響を直接全面的に受けるもの、冷
蔵倉庫用のもの（倉庫事業の倉庫用のものを除く。）及
び放射性同位元素の放射線を直接受けるもの

塩、チリ硝石その他の著しい潮解性を有する固体を常
時蔵置するためのもの及び著しい蒸気の影響を直接全
面的に受けるもの

その他のもの

倉庫事業の倉庫用のもの

その他のもの
店舗用のもの
病院用のもの

変電所用、発電所用、送受信所用、停車場用、車庫用、格納
庫用、荷扱所用、映画製作ステージ用、屋内スケート場用、魚
市場用又はと畜場用のもの

公衆浴場用のもの
工場（作業場を含む。）用又は倉庫用のもの

細目

鉄骨鉄筋コンク
リート造又は鉄筋
コンクリート造の
もの

事務所用又は美術館用のもの及び左記以外のもの

住宅用、寄宿舎用、宿泊所用、学校用又は体育館用のもの

飲食店用、貸席用、劇場用、演奏場用、映画館用又は舞踏場
用のもの

飲食店用又は貸席用のもので、延べ面積のうちに占め
る木造内装部分の面積が三割を超えるもの

その他のもの
旅館用又はホテル用のもの

延べ面積のうちに占める木造内装部分の面積が三割
を超えるもの
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３）対象施設 

■論点 

・「再編」の定義を踏まえ、海老名市にける対象施設は、建物までとするのか？インフ

ラ施設を対象とするか？土地を対象とするか？ 

・インフラ施設について考えられる方針は？土地について考えられる方針は？ 

■事例 

自治体名 対象施設 

鎌倉市 

公共建築物 

 行政系施設 

 市民利用施設 

藤沢市 

公共建築物 

 一般会計施設 

 特別会計施設（市民病院、下水道施設） 

茅ヶ崎市 
・昭和 56年以前の旧耐震基準により建設された公共施設 

・未利用の公有地（国有地、県有地、市有地、その他公共団体保有地）

秦野市 

・建物（学校教育施設、生涯学習施設、庁舎等、福祉施設、観光・産業

振興施設、公営住宅、公園・緑地等） 

・土地（低・未利用地） 

■分析 

①各市の対象について 

・一般的に公共施設は、当該施設で機能を果たす「建物」と、道路や水道管のように

ネットワークで機能を果たす「インフラ施設」に大別できる。 

・4 市では、全て「建物」を対象としているものの、「インフラ施設」については対象

としていない。 

・なお、茅ヶ崎市、秦野市においては、未利用の「土地」も対象としている。 

＜参考＞海老名市公共施設白書における言葉の定義

市民利用施設：インフラ施設を除く建築施設とスポーツ施設を合わせたもの 

インフラ施設：道路・橋梁・下水道・公園 
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②インフラ施設について 

・「建物」については、利用がなければ廃止し売却することが可能である。 

・一方、「インフラ施設」については、基本的に道路や水道管のようにネットワークで

機能を果たす施設であり、一部区間の利用がなくても廃止し、売却することが難し

い性質がある。 

・このため、「インフラ施設」は、基本的に施設の統廃合や再配置を行うことは想定さ

れず、長寿命化及び維持管理費用の最小化を目指すこととなる。 

・以上のような性質から県内の他市では「インフラ施設」を再編計画に含めていない

と考えられる。 

（海老名市の公共施設白書） 

施設の統廃合や再配置を行うことは難しいが、公共施設に係る費用を最適化する

ためには、インフラ施設を外すことはできない。このため、本市の施設白書では「建

物」及び「インフラ施設」についても計画の対象施設としている。 

なお、再編計画において「インフラ施設」を取り扱う場合は、長寿命化等の管理

運営方針が主になると想定される。 

＜参考＞海老名市インフラ施設に関する長寿命化計画の策定状況

No 施設名 策定状況 

1 下水道 長寿命化計画策定済み 

2 道路（舗装、道路照明等） なし 

3 橋梁 長寿命化計画策定済み 

4 公園 長寿命化計画策定済み 

※本市の水道は神奈川県が運営 

③土地について 

・「建物」が整備されている「土地」は、「建物」と一体的なものとして捉えること分

かりやすいと考える。 

・未利用の「土地」については、市の活用可能な資産であり、茅ヶ崎市、秦野市では

検討対象としていると考えられる。 
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４）章立てについて 

■論点 

・参考とする章立ては？ 

■事例 

自治体名 再編計画の章立て 

鎌倉市 

１ 計画の目的と位置づけ 

２ 公共施設に係る現状と課題 

３ 公共施設の再編方針 

４ 公共施設の再編方法 

 （１）再編の基本手法の整理 

 （２）公共サービスのあり方の見直し 

 （３）施設配置の見直し 

（４）施設分類別の再編内容     参考① 

 （５）再編後の施設配置とコスト 

５ 計画の推進 

関連資料 

藤沢市 

１ 目的 

２ 短期プランについて 

３ 長期プランについて 

４ 事業費の見通しについて 

５ 公共施設の再編整備における庁内体制及び進捗管理について 

６ 公共施設の長寿命化に対する取組について 

【Ⅰ 短期プラン】 

（１）実施事業（施設整備を伴うもの） 参考② 

（２）実施事業（計画策定を行うもの） 参考③ 

（３）検討事業 

【Ⅱ 長期プラン】 

施設類型別に再編方針を記載      参考④
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自治体名 再編計画の章立て 

茅ヶ崎市 

■「公共施設整備・再編計画（改訂版）」の策定にあたって 

§１ 公共施設を取り巻く状況 

§２ 再整備対象施設の範囲と目標年次 

§３ これまでの検討経過 

§４ 茅ヶ崎市の公共施設マネジメント 

§５ 「公共施設整備・再編計画（改訂版）」の基本的な考え方 

§６ 対象施設の再整備の進め方 

§７ 各公共施設整備の状況及び基本方針 

§８ 行政拠点地区再整備の方針 

§９ 学校施設の再整備の方針 

§１０ 未利用の公有地の活用 

§１１ 整備プログラム 

§１２ 計画の推進に向けて 

■資料編 

秦野市 

まえがき 

公共施設再配置のフロー 

第１章 ハコモノを直す [公共施設の再配置について] 

第２章 ハコモノを視る [公共施設の現状と課題] 

第３章 ハコモノを描く [公共施設の再配置に関する方針] 

第４章 ハコモノを練る [公共施設再配置計画] 

（１）総括的事項     参考⑤

     （２）シンボル事業 

（３）施設別事項     参考⑥

附属資料 

■分析 

①各市の章立てについて 

・いずれの事例についても、「公共施設の現状と課題」「大局的な視点に基づく再編方

針」「施設分類別の再編方針」を示している。 
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②「施設分類別の再編方針」について 

・これまで整理してきた県内の自治体の事例に加え、分かりやすいと考える「府中

市」「習志野市」を参考とし、海老名市の再編計画のアウトラインの検討に向けた

「参考点」を整理した。

表 「具体的な再編方針」に関する他自治体で参考となる事項

レビュー 参考点 

鎌倉市 

・「再編方針」「再編内容（短期、中期、長期）」

がコンパクトにまとめられ、分かりやすい。 

・「再編によるコストの削減効果」が細かく示

されているが、数字が一人歩きする可能性も

あり、ここまで公表する必要性は低い（裏付

けとして試算し、マクロ的な公表は必要）。 

○再編方針、再編内容のボリュー

ム・示し方が参考になる。 

→参考① 

藤沢市 

・藤沢市は具体的な設計・工事段階にある施

設がある場合は参考となるが、海老名市で

は問題がここまで顕在化しておらず、具体を

書くことは難しい。 

→参考② 

秦野市 

・取り組み事項を体系的に整理し、「表」に示し

ており、進行管理を進めやすいが、再編方針

の説明が少なく、いきなり手段の説明になっ

ている印象を受ける。 

→参考⑤、⑥

府中市 

・構成が分かりやすい。「現状」に評価・分析の

結果が示されており、再編の背景をつかみ

やすい。 

○「施設の概要」「現状」「短期方針」

「中期方針」「長期方針」の出し方な

ど構成が参考になる。 

→参考⑦ 

習志野市 

・多くの事例では、施設別の再編方針のみを

取りあげているが、習志野市は施設別だけ

ではなく、「地域」で再編方針を整理・提示し

ており、地域の施設の将来の方向性を把握

しやすい。 

○施設別に再編方針を検討したうえ

で、改めて「地域」で再編方針を整

理・提示している点が参考になる。 

→参考⑧ 

以上
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市民アンケート調査の概要

１．調査の趣旨 

●概要 

 ・本アンケートは公共施設に係る全般について質問するものであり、アンケート結果を

踏まえ、「再編計画のアウトライン」のほか、「公共施設使用料に係る一般意見」を募

るものとする。 

●アンケートの主眼 

①施設を利用する人（利用率向上の取組み、提供サービス、利用交通機関など）、利用し

ない人（利用しない理由、提供サービス、利用交通機関など）の双方からの意見も取

り入れることで、公共施設の強みや弱みを把握するとともに、新たな利用者の掘り越

しを行う。 

②将来費用不足の解消に向け、市民の多数意見と理解が得やすい取組み方策を把握する。 

③市民にとって優先度の高い施設を把握する。 

④公共施設の維持管理には、一定の税負担が伴っていることを説明した上で、市民の公

共施設を保有していくことに対する意識を把握する。 

⑤施設を廃止する前に施設を維持するために一定の利用者負担を導入することについて

市民の賛否を問う。 

⑥公共施設で提供する公共サービスのうち行政が提供主体となることが求められるサー

ビスを把握する。 

●どのようなアンケートにすべきか 

①多くの意見を取り入れる（回答率の向上）ためには、簡潔で市民が答えやすいアンケ

ートとする必要がある。 

②今後の方向性を見据え、幅広い視点からの内容にする必要がある。このようなことか

ら、他市のアンケートも参考とする。 

③今後の素案作成のための基礎資料とする。 

２．調査の概要 

○対象者：18歳以上の無作為抽出の市民3,000人 

○調査方法：郵送配布、郵送回収 

○調査時期：（発送）12月中旬、（回答期限）翌1月中旬 

資料３ 



2 

３．調査内容 

ａ．回答者の特徴 

・ 利用者と納税者のどちらの立場が強いか 

   【該当設問】 

Q1：回答者の属性 

Q2：日常的な活動状況 

Q3：公共施設の利用状況 

ｂ．公共施設のあり方見直しに際して重視すべき方策 

・広義の公共施設再編をどのように推進すべきか 

   【該当設問】 

      Q4：財源不足への基本的な対応方針 

      Q5：公共施設にかかるコスト削減のあり方 

      Q6：推進すべき民活手法 

ｃ．市民が必要性を感じている施設 

・ どのような施設を優先的に残すべきか 

   【該当設問】 

      Q7：公共施設の優先度（必要性） 

ｄ．市が経営資源を集中すべき施設 

・どのような施設に市の財源や人員を投入すべきか 

   【該当設問】 

    Q8：コスト負担のあり方 

    Q9：直営にこだわらない施設 
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４．設問項目 

Ａ 基本項目 

Q1：回答者の属性 

〔ねらい〕 

・ 属性による回答の相違の有無を分析するための材料。 

Q1-1：年齢 

Q1-2：性別 

Q1-3：居住する小学校区 

Q1-4：世帯構成員（子ども、高齢者、障がい者の有無） 

Q2：日常的な活動状況 

Q2-1：施設利用時間の制約 

〔ねらい〕 

・ 施設の利用や稼働の少なさが問題になるが、仕事や学校などを優先するた

めに、時間の制約で利用が難しい市民が一定割合いることを把握する。 

Q2-2：活動範囲 

〔ねらい〕 

・ 徒歩圏で活動、市内で活動、市外で活動など日常的な移動の状況を問う。

施設を地域に分散して配置する／アクセスの良い場所に集約するなど、配

置のあり方を検討する材料とする。 

Q2-3：主な移動手段 

〔ねらい〕 

・ 施設の配置を検討する際に、どのようなアクセス手段（鉄道・バス、幹線

道路）を重視すべきかを検討する材料となる。 
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Ｂ 施設の利用状況 

Q3：公共施設の利用状況 

Q3-1：利用頻度 

〔ねらい〕 

・ 施設の種類ごとの利用者属性を分析し、利用者像・ターゲット像を明確に

する。 

・ 施設の種類ごとに、必要性や配置のあり方（複数の施設を分散して密に配

置する／数を絞って利便性の高い場所に配置するなど）を検討する材料と

する。 

Q3-２：利用施設の選択理由 

〔ねらい〕 

・ 施設の種類ごとに、各施設が利用者に選ばれるために伸ばすべき「強み」

を把握する。 

Q3-３：公共施設を利用しない理由 

〔ねらい〕 

・ 施設の種類ごとに、各施設が利用者に選ばれるために改善すべき「弱み」

を把握する。 

C 今後の公共施設のあり方 

Q4：財源不足への基本的な対応方針 

〔ねらい〕 

・ 財源不足に対応する際の基本スタンスを取りまとめる材料とする。（公共施

設にかけるコストの削減を図る、行政全体で聖域なくコスト削減に取り組

む、市民の負担増も選択肢に含める など） 

Q5：公共施設にかけるコスト削減のあり方 

〔ねらい〕 

・ 市民からの支持や理解が得られやすいコスト削減方策を把握する。 
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Q6：推進すべき民活手法 

〔ねらい〕 

・ どのような場面での民活であれば受け入れやすいかを把握する。 

Q7：公共施設の優先度（必要性） 

〔ねらい〕 

・ 施設の種類ごとに、必要性に関する相対的な評価の違いを把握する。

（※ 廃止を前提とした設問という誤解を避けるため、選択肢を全て「優先

度の高さ」の程度として設定。） 

Q8：コスト負担のあり方 

〔ねらい〕 

・ 施設の種類ごとに、利用料金と税金のいずれでコストを負担すべきか、市

民の意向を確認する。 

Q9：直営にこだわらない施設 

〔ねらい〕 

・ 指定管理者を適用している施設については妥当性の確認、直営の施設につ

いては、指定管理者等に転換することに対する支持の確認を行う。 


